



































































非世帯主 非世帯主妻 子供 他の家族 妻 子供 他の家族
０～６歳 0.0 － 0.0 － 0.0 － 0.0 －
７～14歳 3.4 － 3.2 7.1 1.5 － 1.3 7.1





























































女 性 女 性妻 他の女性 妻 他の女性
０～４歳 0.0 － 0.0 0.0 － 0.0
５～９歳 0.0 － 0.0 0.0 － 0.0
10～14歳 0.0 － 0.0 0.0 － 0.0
15～19歳 19.2 0.0 24.5 0.0 0.0 0.0
20～24歳 5.9 0.0 33.3 12.4 15.5 0.0
25～29歳 7.1 7.6 0.0 5.3 5.3 －
30～34歳 9.1 9.1 － 25.0 25.0 －
35～39歳 0.0 0.0 － 0.0 0.0 －
40～49歳 12.5 16.7 0.0 0.0 0.0 0.0
50～59歳 0.0 0.0 0.0 0.0 － 0.0
60歳以上 0.0 － 0.0 0.0 － 0.0

































































































①『俸給職工調査』 俸給世帯 35 4.1 149.43 120.88 130.48 92.6
（名目値） 職工世帯 74 4.1 114.38 95.73 110.45 86.7
②『中等階級調査』 俸給世帯 658 4.2 122.81 100.44 130.49 77.0
（名目値） 職工世帯 369 4.4 105.41 87.18 106.82 81.6
③『中等階級調査』 俸給世帯 ― ― 124.98 102.21 132.80 77.0
（実質値） 職工世帯 ― ― 107.27 88.72 108.71 81.6
俸給世帯 ― ― 82.19 83.09 100.01 ―名目値比較（②／①) 職工世帯 ― ― 92.16 91.07 96.71 ―
























①『俸給職工調査』 俸給世帯 35 4.1 171.34 120.88 137.33 88.0
（名目値） 職工世帯 74 4.1 131.59 96.40 113.12 85.2
②『中等階級調査』 俸給世帯 658 4.2 122.81 100.44 130.49 77.0
（名目値） 職工世帯 288 4.5 99.03 82.78 102.68 80.6
その他世帯 81 4.3 128.13 102.32 ― ―
俸給世帯 ― ― 71.68 83.09 95.02 ―
名目値比較（②／①)














































































































































































































































































































































































































岡 山 第６区 3,122 6.3 266,770 1.2 38 5.8 1.2 2,052 1.5
東 京 第２区 3,045 6.1 771,845 0.4 93 14.3 3.1 2,134 1.4
福 島 第１区 2,884 5.8 249,323 1.2 34 5.2 1.2 3,359 0.9
兵 庫 第５区 2,589 5.2 492,529 0.5 95 14.6 3.7 5,221 0.5
広 島 第６区 2,587 5.2 335,938 0.8 82 12.6 3.2 1,786 1.4
栃 木 第１区 2,294 4.6 193,645 1.2 2,824 0.8
静 岡 第３区 2,064 4.1 287,086 0.7 51 7.8 2.5 2,391 0.9
福 岡 第８区 1,895 3.8 439,715 0.4 121 18.6 6.4 1,297 1.5
熊 本 第８区 1,813 3.6 238,696 0.8 1,601 1.1
朝 鮮 第９区 1,712 3.4 349 4.9
大 分 第８区 1,635 3.3 176,843 0.9 467 3.5
群 馬 第１区 1,606 3.2 195,486 0.8 1,514 1.1
岐 阜 第３区 1,567 3.1 218,943 0.7 1,795 0.9
山 口 第６区 1,455 2.9 232,883 0.6 1,022 1.4
香 川 第７区 1,334 2.7 145,252 0.9 1,149 1.2
支 那 第９区 1,330 2.7 427 3.1
大 阪 第５区 1,208 2.4 567,104 0.2 67 10.3 5.5 382 3.2
奈 良 第５区 1,021 2.0 113,178 0.9 372 2.7
長 崎 第８区 974 2.0 227,700 0.4 11 1.7 1.1 133 7.3
愛 知 第３区 957 1.9 429,030 0.2 23 3.5 2.4 1,369 0.7
神奈川 第２区 854 1.7 261,142 0.3 16 2.5 1.9 545 1.6
秋 田 第１区 689 1.4 152,838 0.5 20 3.1 2.9 1,505 0.5
長 野 第３区 687 1.4 303,228 0.2 521 1.3
新 潟 第４区 667 1.3 328,321 0.2 537 1.2
佐 賀 第８区 641 1.3 128,854 0.5 495 1.3
福 井 第４区 636 1.3 124,910 0.5 424 1.5
鹿児島 第８区 618 1.2 299,424 0.2 543 1.1
京 都 第５区 612 1.2 276,931 0.2 285 2.1
山 形 第１区 576 1.2 161,242 0.4 227 2.5
北海道等 第１区 555 1.1 449,820 0.1 281 2.0
千 葉 第２区 507 1.0 259,026 0.2 594 0.9
愛 媛 第７区 486 1.0 228,445 0.2 154 3.2
山 梨 第３区 461 0.9 114,686 0.4 266 1.7
宮 崎 第８区 457 0.9 132,311 0.3 168 2.7
石 川 第４区 450 0.9 151,766 0.3 569 0.8
埼 玉 第２区 433 0.9 237,949 0.2 524 0.8
青 森 第１区 429 0.9 127,690 0.3 95 4.5
高 知 第７区 397 0.8 145,023 0.3 49 8.1
茨 城 第２区 336 0.7 271,129 0.1 261 1.3
和歌山 第５区 325 0.7 161,742 0.2 55 5.9
鳥 取 第６区 275 0.6 91,499 0.3 104 2.6
島 根 第６区 273 0.5 157,652 0.2 74 3.7
宮 城 第１区 267 0.5 161,765 0.2 359 0.7
富 山 第４区 202 0.4 141,255 0.1 666 0.3
台 湾 第９区 199 0.4 39 5.1
徳 島 第７区 197 0.4 140,697 0.1 49 4.0
三 重 第５区 183 0.4 222,045 0.1 192 1.0
岩 手 第１区 148 0.3 144,304 0.1 49 3.0
滋 賀 第５区 128 0.3 143,426 0.1 91 1.4






1.5その他外国 第10区 26 0.1
沖 縄 第９区 21 0.0 119,763 0.0 3 7.0
軍 艦 第10区 6 0.0 38 0.2



























































































































































































































































































































０～４歳 119 0 119 ― 119 ― ― ― 137 0 137 ― 137
５～９歳 180 0 180 ― 180 ― ― ― 36 0 36 ― 36
10～14歳 60 0 60 ― 60 ― ― ― 36 0 36 ― 36
15～19歳 24 0 24 29 53 12 0 12 31 0 31 16 59
20～24歳 ― ― ― 25 25 71 13 84 21 0 21 4 109
25～29歳 0 108 108 15 123 125 7 132 ― ― ― 19 151
30～34歳 0 156 156 1 157 90 30 120 ― ― ― 4 124
35～39歳 0 72 72 ― 72 12 0 12 ― ― ― ― 12
40～44歳 0 60 60 4 64 12 0 12 12 0 12 ― 24
45～49歳 2 22 24 ― 24 12 0 12 ― ― ― 3 15
50～54歳 ― ― ― ― 0 ― ― ― 24 0 24 20 44
55～59歳 ― ― ― ― 0 ― ― ― 31 0 31 ― 31
60歳以上 24 0 24 ― 24 ― ― ― 48 0 48 ― 48



















































































































































































































































































































































パターン 「家族収入」 「世帯主収入」 「家族収入」 「世帯主収入」
妻（本） ○ ― 適性 適性
妻（副） × ○ 過小 過大
妻（本＋副） ○ ― 適性 適性
妻（本）＋子供等 ○ ― 適性 適性
妻（副）＋子供等 子供等分 妻（副）分 過小 過大


























































５．終 わ り に
本稿は，あくまで千本氏の疑問に応える形で議論を進めてきたが，実体は『俸給職工調査』
を史料的価値の側面から検討したものである。ここでは，同調査が協調会によって直接実施
されていたのではなく，修養団・希望社といった独創的な組織や後藤静香・林平馬といった
個性的人物が，協調会と密接に関与しつつ実施していた。おそらくこの調査に関連して，こ
れらの登場人物が織り成した数々のドラマがあったはずであろうが，本稿はこれらに関する
情報のほんの触りを紹介したにすぎない。しかもデータの信頼性や癖に限ってみると，『俸給
職工調査』は２種類の記帳バイアスが発生している可能性が高いことがわかった。このバイ
アスとは，職業欄に副業名（あるいは内職名）を記帳しないことと，収入欄に副業収入を記
帳しないことである。これらのバイアスによって，世帯員別の収入額・有業率の双方で実態
と乖離するケースが発生すると思われる。
以上を踏まえて千本氏の指摘した疑問点を検討すると，それが明らかにデータの読み違え
から発していることがわかる。すなわち同氏の疑問は，「『俸給職工調査』では収入額から就
業状態を把握しているため，有業率のベースとなった就業関連データと家族収入のベースと
なった収入関連データは整合性がとれている」ことを前提としている。しかし実態は，就業
関連データと収入関連データは別個の情報源にもとづき集計されており，両データの整合性
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はとれていない。また仮に整合性がとれているとみなして議論を進めても，不自然な数字が
現われていた。それゆえ家族収入の定義を持ち出して筆者の有業者に関する定義を批判する
こと，すなわち「協調会調査の有業者には内職従事者が含まれているのではないか？」とい
う疑問自体が意味のないものであるといえよう。もし筆者の有業者定義を批判するなら，職
業欄での記帳バイアスという視点からおこなわなければならない。これが千本氏に対する正
式な回答である。あわせて上記の主張は，拙著でも明確に記述されている点を付記しておこ
う。
『俸給職工調査』において，就業関連データと収入関連データで整合性がとれないという史
料上の問題点を指摘した研究者は，筆者が最初であった。千本氏を含めたいずれの研究者（物
故者を含む）も，このような問題点に気がつかなかった。しかも，現在まで発表されている
すべての書評において，残念ながらこの事実はまったく触れられていない。その点では，た
とえ千本氏が筆者とまったく異なる考えを持って批判しようとも，この点に注目したことは
大変にありがたかった。そして拙著の後半部分にあたる中低所得階層の分析では，まさにこ
の『俸給職工調査』において発見した本業ベースの就業把握法が契機となって，そこから子
供労働優先仮説の発見（第５章），戦間期における失業統計・家計調査における就業分類パター
ンの発見，低所得労働市場の失業率の推計（第６章），世帯員別（特に子供）の就業行動の計
量分析（第７章）といったように，相次いで重要な分析結果を摘出することができた。拙著
→千本氏の書評・配布資料→筆者のリプライ→本稿という流れで繰り広げられた谷沢＝千本
論争は，あらためて『俸給職工調査』の史料価値の検証に焦点を絞り，それを一部の研究者
のみの関心から多くの研究者の注目を浴びるように引出したほか，拙著の後半部分が『俸給
職工調査』の視点から再評価できることを指摘できた点で，筆者にとって幸運なことであっ
た。ここで千本氏に感謝したい。そして願わくば，後続の研究者がこのような歴史史料の特
性に関心をもって欲しいものである。
歴史研究では，データの扱い方に関して常に２つの考え方が拮抗しているように思う。一
つはデータの信頼性が確保できない（例えばサンプル数の圧倒的少なさ等）として使用しな
い慎重な考え方であり，もう一つは「データがあっただけでも幸運である」として無条件に
使用する楽観的な考え方である。これらの考え方にあてはめると，千本氏の考え方はおそら
く後者であったといえよう。しかしできるだけ実態に忠実にデータ分析をおこなおうとする
と，上記の２つの方法とも満足できないはずである。なぜならデータ分析にとって重要なこ
とは，どの程度の範囲またはレベルで当該史料の信頼性が確保されているのかを見極めるこ
とが重要であるからだ。実際は，これらの煩雑な手続きを首尾よくおこなえず，勢いこの種
の作業は手を抜いてしまうことが多い。同調査についてみても，我が国における家計調査の
黎明期に全国的規模で実施されたため，しばしば戦前期の家族経済を論じる際の基礎史料と
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して利用されてきた。しかし拙著を別にすると，従来の研究ではその問題点をほとんど検討
しないまま無批判に使用してきたため，遅まきながら先行研究の成果を再度見直す時期に来
ているのではないだろうか。
ちなみに千本氏の代表論文「日本における性別役割分業の形成―家計調査をとおして」（以
下，性別分業論文と略す）をみると，拙著と同様に『俸給職工調査』の東京地方分のデータ
を分析対象として使用している???。すなわち同論文では，性別役割分業の形成に関する指標
を世帯員別収入から作成しているが，そこでは「『俸給職工調査』には，記帳者による妻の過
小計上は存在しない」という前提でデータを無批判に利用している。本稿で検討したように，
世帯主収入の過大計上，非世帯主収入の過小計上といった収入額に関する記帳バイアスが発
生している可能性があるため，千本氏による性別役割分業の形成時期に関する主張も，再検
討すべきかもしれない???。併せて同論文では，『中等階級調査』も利用しているが???，『俸給
職工調査』と比較するにあたって，同調査のデータ特性は特に検討されていない。女性労働
史の研究者である同氏でさえこのような認識を持っているため，おそらく現状では他の研究
者も同様に考えているのではなかろうか???。
ところで協調会については，1990年代後半より木下順・矢野達雄らによって徐々に研究が
活発化し，2000年代に入ると法政大学大原社会問題研究所の研究者（梅田俊英・高橋彦博・
横関至）が中心となり，同研究所との本格的な比較研究を実施するなど，協調会がさらに脚
光を浴びるようになった???。特に2004年に発表された『協調会の研究』では，協調会が実施
した生活調査・農村調査等の調査活動のほか，組織や職員の個別動向，戦中から戦後にかけ
ての組織改革など，研究テーマごとに具体的な事実が明らかにされており，従来の協調会イ
メージを変える成果も現われている。しかし同書でさえ，『俸給職工調査』について少なくと
も本稿で指摘されたような事実は一切触れられていない。この点で本稿は，協調会研究にお
いて調査活動業務の視点から，組織の新たな性格付けをおこなう貢献をしたといえよう。
さらに統計制度史からみても，初期の家計調査では調査体制が整備されていなかったため，
既存の組織を効率的に使用する必要性に迫られていた。本稿ではこのような難問を，希望社
という個性的な組織とその支持者によって解決したという，隠れた事実を掘り起こした。そ
してこのような過渡的な調査形態を経て，内閣統計局による本格的な家計調査へと時代は移っ
ていった。しかし過渡的な措置であったとして，低い評価を与えることはできない。なぜな
ら内閣統計局『家計調査』と比較しても，調査期間（11月が中間月になるような期間設定等），
支出分類法の厳密さ，「総人月」単位の就業状態の把握等において，『俸給職工調査』のほう
が勝っているからである。特に「総人月」単位の就業把握は，従来の研究でまったく注目さ
れていなかったほか，内閣統計局『家計調査』では『中等階級調査』と同様に職業欄で本業・
副業別の職業名を記入させる方法に変更された点を考慮しても，きわめて独創的な方法であっ
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た。これらの点はこの機会に，正当な評価を与える必要があろう。さらに社会通念にもとづ
く記帳バイアスの発生については，初期の家計調査ではつねに注目していく必要があるよう
に思われる。
筆者は常々，戦前期の家計調査が戦後のそれとは比べものにならないほど多彩な情報を含
んでおり，後世の研究者がその情報を完全に分析したわけではないと考えている。就業分析
はその代表例であるが，家計調査には未だ隠れたメッセージが多くあると思われる。『俸給職
工調査』も興味の尽きない統計の一つであるが，そのためにも同調査がかなりバイアスのあ
る調査であることを認識する必要があろう。この点を繰り返し主張して，本稿を終えること
としたい。
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註
(1)千本氏による拙著の書評類は，以下の２つである。「書評 谷沢弘毅『近代日本の所得分布と家族経済』」
『社会政策学会誌』第18号，2007年，「書評 谷沢弘毅『近代日本の所得分布と家族経済』」（社会政策学
会第113回大会書評分科会における配布資料），2006年10月21日。両論文の関係は，単に作成時期が異な
るというだけでなく，後者の資料にもとづき前者が作成されているため，後者は前者の重要な基礎資料と
みなすことができる。なお後者の資料は，谷沢弘毅「子供の労働は妻よりも市場参入的か？――千本暁子
氏による批判の検証⑴」『札幌学院商経論集』第24巻第１号，2007年の末尾に再録されているので参照の
こと。
(2)「配布資料」の４頁。
(3)『俸給職工調査』11頁。
(4)千本氏の批判のうちこの問題と関連するものとは，谷沢「子供の労働は妻よりも市場参入的か？」の第
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２節第２項と同第６項である。
(5)相原茂・鮫島龍行編『統計日本経済』筑摩書房，1971年の138～139頁。
(6)千本「書評」『社会政策学会誌』の170頁。
(7)例えば，内務省社会局が実施した『第３回細民調査』も1921年11月の１ヵ月のみ実施されていた，低
所得階層を対象とした家計調査として有名である。
(8)『中等階級調査』（記述篇）の２頁。
(9)『俸給職工調査』の18頁，表「一ヶ年平均一ヶ月収入百に付各収入（平均）」のデータによる。なおこの
収入水準とは，勤労収入のほかに借入，入質，実物，貯蓄引出等を含んだ金額（収入総額）である。それ
ゆえ世帯主収入のみでみると，俸給世帯85.9，職工世帯99.8となり，両世帯とも収入総額よりもわずかに
低下する。
(10)『俸給職工調査』の21頁，表「一ヶ年平均一ヶ月消費百に付各月消費，其壹（平均）」のデータによる。
なおこの支出水準とは，いわゆる消費支出のほかに借入金返済等を含んだ金額（支出総額）である。それ
ゆえ必需品向け支出（第一生活費）でみると，俸給世帯107.1，職工世帯111.0となり，両世帯とも支出総
額より若干上昇する。
(11)ここで職業名ベースという名称を使用しているが，この名称は本稿で初めて使用するものである。なお
この名称に対応した用語は，収入額を申告した者を有業者とみなす「現金収入ベース」であろうが，この
用語は『近代日本の所得分布と家族経済』の303頁で使用されているので参照のこと。現金収入ベースの
代表的な家計調査として，『第３回細民調査』があげられよう。
(12)この数値は，『俸給職工調査』附録14～15頁の「調査世帯ノ年齢構成（延月数），総平均」のデータより
計算した。
(13）有業世帯率を用いた分析は，『近代日本の所得分布と家族経済』の第５章で多数おこなっているため，参
照されたい。
(14)実質GNEは大川一司ほか編『国民所得』（長期経済統計，第１巻），東洋経済新報社，1974年の213頁，
消費者物価指数は大川一司ほか編『物価』（長期経済統計，第８巻），東洋経済新報社，1967年の135頁よ
り入手した。
(15)「雑」という職業は，すぐに雑業を想定しがちであるが，具体的にどの職業に該当するのかを確定するこ
とは困難である。ただし『俸給職工調査』では，当初の希望職種として「第一班：吏員の家庭，第二班：
教員の家庭，第三班：会社員の家庭，第四班：職工の家庭」（「社会奉仕団の提唱」『向上』の26頁）と想
定していたが，報告書中では「官公吏，教員，会社員，化学飲食物，機械器具，交通，鉱業，染物，染織，
雑」の10職種となっていた。これから推測すると，「雑」は職工の１職種とみなさなければならないため
雑工業と想定した。一方，『中等階級調査』では「官吏，公吏，警察官，小中学校教員，銀行会社員，電車
従業員，職工，雑」と８職種があり，さらに俸給生活者（＝官吏＋公吏＋警察官＋小中学校教員＋銀行会
社員），労働者（＝電車従業員＋職工），其他（＝雑）という３職種も使用されている。ちなみに千本氏は，
この３職種のデータを使用している。しかし両調査とも「雑」という同一の名称を使用していることから，
『俸給職工調査』と同様に「雑工業」とみなした。もっともここでは「雑」をいかなる職業とみなそうと
も，『俸給職工調査』の職工世帯に「雑」が含まれていたことが重要な点である。
(16)このような実収入・実支出概念への修正事例として，相原・鮫島『統計日本経済』150頁の表48，中川
清『日本の都市下層』勁草書房，1985年の103頁，表５－１の⑺があげられる。ただし厳密にいうと，筆
者は修正にあたって実収入概念に「実物」，つまり実物収入（または現物消費分）を含めている。これは低
所得階層などと比較したときに，実物収入を無視することができないためである。
(17)ここで「批判の理由付け」とは，書評で第２番目の批判に「収入水準の異なる複数の調査を利用するの
は明白な矛盾」という指摘があったことを意味している。
(18)このように考える理由は，千本氏の「日本における性別役割分業の形成――家計調査をとおして」荻野
美穂・田辺玲子ほか編『制度としての?女>――性・産・家族の比較社会史』平凡社，1990年という論文
中でも，同様のデータを利用して同様の加工（すなわち過ち）がおこなわれているためである。この点に
ついて詳しくは，谷沢「子供の労働は妻よりも市場参入的か？」の註(40)を参照。
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(19)以下の内容は，『中等階級調査』（記述篇）1925年の１～６頁に依る。
(20)『中等階級調査』（記述篇）８頁。
(21)厳密にいうと，実収入には現物収入が含まれていないが，ここでは含まれている点が異なっている。以
下では，この変則的な定義で議論する。
(22)『俸給職工調査』表紙裏の「凡例」。
(23)『俸給職工調査』６頁。
(24)日本統計研究所編『日本統計発達史』東京大学出版会，1960年の264頁
(25)修養団への問合せは，1999年９月３日に筆者一人でおこなった。なお修養団の活動については，修養団
運動八十年史編纂委員会編『修養団運動八十年史（概史）』，1986年，修養団運動七十年史編纂室編『修養
団七十年史（稿本）』1976年，修養団編輯部編『修養団三十年史』修養団，1936年，小幡啓靖「初期修養
団における学校教育への問題提起」『東京大学大学院教育学研究科紀要』第35巻，1995年を参照。
(26)宮地公一編『後藤静香・年譜（一）明治時代・大正時代』心の家大分県支部，1995年の467頁。
(27)『後藤静香・年譜（一）』の466頁。当時の著者４人の役職は，『修養団運動八十年史（概史）』の84頁よ
り入手した。なお後藤静香の名前は，戸籍上では「しずか」と読むが，女性と間違われやすいため，自ら
「せいこう」と発音するようになったという。新井淑子「女教師の生活と意識の実態にせまる――本書の
成立と著者について」『女教員の真相及其本領：後藤静香著』（近代婦人問題名著選集続編，第４巻）日本
図書センター，1982年の１頁。
(28)協調会については，法政大学大原社会問題研究所編『協調会の研究』柏書房，2004年，高橋彦博『戦間
期日本の社会研究センター――大原社研と協調会』柏書房，2001年，協調会「偕和会」編『協調会史――
協調会30年の歩み』1965年を参照。
(29)『修養団運動八十年史（概史）』の91頁。
(30)住友財閥と修養団の関係については，瀬岡誠「重工業財閥への発展」作道洋太郎編『住友財閥』日本経
済新聞社，1982年の第６章の282～284頁が詳しい。
(31)修養団と協調会との密接な関係は，木下順「日本社会政策史の探求（上)――地方改良，修養団，協調
会」『国学院経済学』第44巻第１号，1995年が詳しい。なお1920年代の修養団運動について，木下は以下
のように評価している。「1920年代の修養団運動は，とりわけ田沢（義鋪理事）のイニシアティブのもとに，
労働者の人格修養にもとづく「協調主義」イデオロギーと，それにもとづくインフォーマル集団の形成を
つうじて，日本におけるオープンショップ運動――職場からの労働組合排除――に貢献したのである」
（同論文，45頁）。
(32)詳しくは，木下「日本社会政策史の探求（上）」の32～33頁を見よ。
(33)「社会奉仕団の提唱」『向上』の25頁
(34)詳しくは，「社会奉仕団の提唱」『向上』の26頁を参照。なお二は，注目すべき条件である。なぜならば，
①「収入については初め何らの限界を設けなかったが，」といった説明をおこなう専門書があったこと（『日
本統計発達史』264頁），②集計段階において世帯収入の上限を300円に引き上げたこと，のためである。
特に②の点は，調査世帯数とともに，比較的に高所得層の記帳希望者が予想以上に集まったことを示唆す
る事実であるかもしれない。
(35)『希望』第４巻第10号，1924年の裏表紙。
(36)『向上』の詳しい発行部数は，『向上』第13巻７号，1919年の２頁を参照。
(37)以下の驚異的な発行部数の原因については，齋藤智哉「女教員の修養における身体の表象――後藤静香
の希望社運動」『日本教師教育学会年報』第13号，2004年の75～76頁を参照。
(38)後藤の商才に関しては，例えば以下のような事例をあげておこう（関連情報は，『希望』第４巻第７号，
1921年７月を参照）。①『希望』の愛読者会の設立（全国62ヶ所），②賛助員（寄付金者）の募集，③５つ
の修省舎（女子の上京時の宿泊，産婆の実務研修等に利用する施設）や妊産婦預り所の開設，④修省寮（男
子従業員の寄宿舎）の開設，⑤保護活動（遊学女子の世話全般）の実施。特に，②の寄付行為は積極的に
おこなわれたようである。
(39)後藤の履歴については，新井「女教師の生活と意識の実態にせまる」を参照。その他，宮地公一編『後
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藤静香・年譜（一）』，『後藤静香（二）昭和時代』，『後藤静香（三）附記』いずれも心の家大分県支部，1995
年，比留間力蔵『後藤静香功罪論』霜香堂，1932年，落合重信「修養団と後藤静香の希望社」『歴史と神戸』
三ノ別冊１，1964年。齋藤「女教員の修養における身体の表象」。また修養団時代の役職については，「本
部役員一覧，明治45年～昭和60年４月現在」修養団運動八十年史編纂委員会編『修養団運動八十年史（資
料編）』，1985年の147頁が詳しい。あわせて後藤静香選集刊行会編『後藤静香選集』全10巻，善本社，1978
年も参照のこと。
(40)蓮沼による「横領」疑惑報道とそれによる修養団役員の辞任については，木下「日本社会政策史の探求」
の46～47頁。また『修養団運動七十年史（稿本）』の574～575頁も参照。ちなみに蓮沼による「横領」疑
惑は，大正14年２月５日付け『報知新聞』夕刊で報じられた。
(41)希望社の事業内容は，『希望』第１巻２号，1918年を参照。なお原資料中には，一部で差別的な表記が使
われているが，これは原文の趣旨にそって言い換えをおこなった。
(42)記帳希望者の募集当時における希望社の事務分担（15部）については，「希望社事務主任一覧」，「希望社
地方主任一覧」どちらも『希望』第４巻第３号，1921年の108頁を参照。ただし半年後には事務部門が26
部に拡大したほか，調査部の事務内容について「生計調査をしてゐます。尚一般の調査統計に当ります」
と説明するなど，急速に調査体制を整備していったようである。詳細は，「希望社事務分掌一覧」『希望』
第４巻第９号，1921年の66～67頁を参照。
(43)以下の記述は，『俸給職工調査』の６～７頁に基づいた。
(44)「社会奉仕団の提唱」『向上』の25頁。
(45)記帳希望の申込は，「社会奉仕団」への加入という形式をとり，「社会奉仕団加入申込書」を希望社調査
部宛に郵送することとした。この点は，「社会奉仕団の提唱」『向上』の28頁を参照。これらの事実は希望
社が主体的に動いていたことを示している。
(46)林平馬が『俸給職工調査』の担当者であったことは，『俸給職工調査』の（凡例）を参照。ただし同文章
によると，その担当は途中で同人から書記の榊原平八に代わった。
(47)林の修養団における役職については，「本部役員一覧，明治45年～昭和60年４月現在」『修養団運動八
十年史（資料編）』の146頁を参照。
(48)林による理想的家計簿の件は，「社会奉仕団の提唱」『向上』第15巻第３号，1921年の25頁に記述され
ている。同人は，理想的家計簿を作った理由として，「出納不明の処に家庭の団欒なし」と考えていたよう
である。この点は，『向上』第14巻第12号，1920年の裏表紙に掲載されていた理想的家計簿の広告より入
手した。
(49)第１回労務者講習会の具体的内容については，『修養団運動七十年史（稿本）』の263頁を参照。
(50)林平馬の学歴・職歴については，横関至「主要職員人名録」『協調会の研究』の319～320頁を参照のこ
と。また林が修養団の理事を辞任したことは，『修養団運動七十年史（稿本）』の574～575頁を参照。
(51)磯崎氏への問い合わせは，1999年10月27日に木呂子真彦氏の同席のもと，同氏の銀座の事務所でおこ
なった。ちなみに同氏は，戦前は札幌高裁・大分高裁の検事を歴任したが，戦後は1959年より弁護士を開
業した人物である。しかも1978年５月に社会福祉法人日本点字図書館の監事，1979年４月に社会教育団体
「心の家」の代表理事に就任したほか，後藤静香記念館の実質的な責任者（鍵の管理責任者）となるなど，
後藤静香と深い関係を有していた。以上の経歴等は木呂子氏のご教示によるが，その情報源は磯崎氏が1998
年に出版した歌集『豊坂』に掲載されている経歴によるとのことである。
(52)なお現地調査（所在地：群馬県高崎市中室田町4040-3（榛名高原邑内））は，1999年11月３～４日に筆
者のほか磯崎氏，木呂子氏の３人で実施した。ただし正確に記述すると，磯崎・木呂子両氏は３日のみの
日帰りであった。
(53)『俸給職工調査』３頁。
(54)この点に関して，鮫島龍行は「この点はわが国における家計調査の考え方の進歩のひとつの里程標とす
るに足りるだろう」と評価している。相原・鮫島『統計日本経済』の138頁。
(55)『俸給職工調査』中には，総人月数に関する説明は一切おこなわれていない。また附録のうち東北・東京・
名古屋地方では，「延日数」と印刷されており，「延月数」（つまり総人月数）ではない。しかしその他の地
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方が「延月数」とされていること，「延日数」では意味が通じないこと等から，筆者が単位・解釈を修正し
た。
(56)『俸給職工調査』12頁
(57)『俸給職工調査』の「凡例」。
(58)榊原平八の経歴については，横関「主要職員人名録」の340頁を参照。ただしこの経歴は1927年までで
あり，その後についてはインターネット上の古書情報から以下のような1940年代初頭までの著書しか把握
できない。『標準生活の研究』㈶佐藤新興生活館，1936年，『産業青少年新生活読本』協和書房，1940年，
『労務者標準生活――勤労者一般に就いて』東洋書館，1941年。
(59)それにもかかわらず鮫島は，『俸給職工調査』で世帯番号による個別世帯の収支を所得階級別に表章して
いるため，「かなり綿密な記帳指導と点検とがおこなわれていた」と（相原・鮫島『統計日本経済』の139
頁）と指摘している。このような議論は，平均的な見方であろうが，実態を無視した評価であろう。
(60)『俸給職工調査』の７頁。
(61)『俸給職工調査』附録の５頁。
(62）「配布資料」の４頁。
(63）『俸給職工調査』の３頁。
(64)家計調査等における副業・内職の定義の変遷については，『近代日本の所得分布と家族経済』376～377頁
が詳しい。
(65)内務省社会局編『細民生計状態調査』1926年の「細民戸別調査票記入心得」の４頁を参照。なおこの調
査は，実質的に『第３回細民調査』の最終報告書であった。
(66)『中等階級調査』（記述篇）の８頁にある（記入心得ノ様式）による。
(67)ただし『中等階級調査』と異なり，「職業二種以上ある者は，（中略）総ての職業を主なるものより準じ
に書くこと」という注記が追加された。ただし，ここで「主なるもの」の定義は不明のままであることを
指摘しておこう。
(68)現行の就業状態の把握方法については，谷沢弘毅『経済統計』新世社，2006年の144～145頁が詳しい。
(69)千本「書評」『社会政策学会誌』の170頁。なお厳密にいうと，上位５戸の妻が職業婦人である理由は，
『俸給職工調査』中に関連情報が全く掲載されていないため，後述のようにその家族収入がし
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に達していると判断したからにすぎない。ただしその家族収入はあくまで12ヵ月の平均値であるから，
千本氏のようにそのままの水準で他の職業別所得と比較することは大きな問題である。そのような事情を
考慮して，仮に10～12ヵ月間就業していたとしても，このレベルの家族収入は職業婦人によって稼ぐこと
が可能であろう。上記のような千本氏による家族収入のデータ解釈上の問題点は，谷沢「子供の労働は妻
よりも市場参入的か？」の第２節第６項でも指摘されている。
(70）東京市社会局編『職業婦人に関する調査』同市，1924年（本稿では，近現代資料刊行会編『日本近代都
市社会調査資料集成１，東京市社会局調査報告書［大正九年～昭和十四年］』12，大正十三年⑷，1995年を
利用）の116頁。
(71)『希望』の購読者のなかに職業婦人が多数含まれていたという情報は，不確実なものであるが，大いにあ
りえる話であったといえよう。なぜなら希望社の活動において，常に女子教育の重要性に着目した上で女
教員問題が注目されていたから，女教員を中心とした職業婦人の応募世帯が多数あったと思われるためで
ある。この点は，「私は本誌に毎月女教員問題を記す，又女教員の叫びを紹介する。斯くて女教員を刺激し，
慰撫し，善導すると共に，本誌を通して当局者学校長等に女教員の声を聞かしめて，よく真相を理解せし
め，両々相俟つて我が国民教育の充実を図りたい（以下，省略）」（「「希望」発刊の趣旨」『希望』第１巻第
１号，1918年の６頁）と主張していることでも理解できよう。
(72)『俸給職工調査』の18～28頁。
(73)月収60円を単純に12倍した年収720円という水準は，当時の国内全世帯平均の課税所得水準と比較し
て高すぎるからである。すなわち筆者の推計によると，1917年の課税所得は366.1円，1924年は760.9円
であった。これらの水準と比べると，たとえ本業レベルの職業であっても年収720円は，非世帯主にとっ
て極端に高いと判断すべきであろう。1917年と1924年の課税所得額については，谷沢弘毅・中村研二・播
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磨谷浩三「戦前東京における高額所得者の階層移動（試論）」『札幌学院商経論集』第23巻第２号，2006年
の127頁，表４を参照。
(74)『俸給職工調査』15頁。
(75)職業欄のスペースから本業のみしか記入しなかったという点は，『近代日本の所得分布と家族経済』の374
頁でも指摘している。
(76)以下の内容は，佐藤正広「初期国勢調査の諸問題――農村住民の「イエ」意識と職業調査：広島県下の
事例」一橋大学経済研究所編『経済研究』第48巻第１号，1997年による。なお2006年10月21日の学会
では，千本氏の書評に対する反論として，筆者はこの佐藤による論文の内容を紹介した上で，記帳にとも
なう問題点を指摘した。もっともこの反論をおこなった後でも，同氏による書評ではこの事実が全く考慮
されていない。
(77)職業婦人については，田崎宣義「『日本女性生活史』第４巻（近代），東京大学出版会，1990年が詳しい。
なお東京市社会局編『職業婦人に関する調査』によると，未婚者の割合が84％と圧倒的に多かった（同書，
83頁）。
(78)本業ベースと本業・副業ベースの有業者定義については，『近代日本の所得分布と家族経済』の第６章が
詳しい。
(79）『中等階級調査』の16～17頁，「第六表，職業収入階級世帯ニ於ケル地位年齢体性別人員（実数）」より
計算。
(80)千本「日本における性別役割分業の形成」の212～213頁。
(81)もしかしたら性別役割分業の形成時期がもっと遅れる可能性がある。この点については，性別分業論文
で使用された内閣統計局『家計調査』のデータに関して，中川清がおこなった批判によっても補完される。
すなわち中川は，性別分業論文に関して「その根拠とされている第二次内閣家計調査の調査対象そのもの
が「世帯主ノ勤労所得ヲ主タル収入トスル世帯」とされており，調査対象の下方への偏りとともに，その
数値の信憑性は疑わしい」と指摘している（中川清『日本都市の生活変動』勁草書房，2000年，82頁の注
⑽）。ここで「調査対象の下方への偏り」が具体的に何を指しているのか不明であるが，きわめて大きな問
題であろう。なお性別分業論文の抱える問題については，谷沢「子供の労働は妻よりも市場参入的か？」
の註?を参照のこと。
(82)性別分業論文の213～214頁。また中川『日本の都市下層』では，103頁の表５－１，107頁の図５－３
で『中等階級調査』が使用されている。
(83)その他に同様の考えを持っている研究者として中川清があげられる。このような世帯主収入の過大評価
の可能性を，中川『日本の都市下層』103頁の表５－１⑺⑻に掲載されている職工世帯のデータで示してお
こう（ちなみに中川の収入概念は，各統計とも実収入ベースで統一されている）。上記の表のうち⑺は『俸
給職工調査』，⑻は『中等階級調査』の表であったが，勤労収入に占める世帯主収入の割合は⑺は94.3％，
⑻は87.8％であった。勤労収入が⑺は102.25円，⑻は94.5円であり，その差はわずか3.58円であるから，
『俸給職工調査』の世帯主収入の割合は高すぎる（ただし『俸給職工調査』の職工世帯のデータは表３A
と若干異なるので注意のこと）。中川は，「収入構造は，世帯主収入の割合がほぼ八割強とほ
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ので，以下，支出構造の変化を追ってみたい」（同書，100頁，傍点は筆者）として，支出構造の
変化にのみ注目し，世帯主収入の変化には関心が払われていない。しかし上記のような数値から判断する
と，『俸給職工調査』の世帯主収入のなかに，おそらく他の家族の収入が混ざっていた可能性がある。また
中川『日本の都市下層』102頁の表５－１⑸⑹に掲載されている東京府産業部商工課『職工生計状態ニ関ス
ル調査』1921年（調査時期は1920年５・７月）より勤労収入に占める世帯主収入の割合を計算すると，⑸
の５月調査では82.7％，⑹の７月調査では87.5％となっており，やはり『俸給職工調査』の数値がかなり
高くなっていることがわかる。
(84)1996年５月18日に開催された社会政策学会第92回大会では，協調会解散50周年を記念して，「協調会
の今日的検討」という統一テーマのもとで３人の研究者による発表がおこなわれた。発表論文はその後に
書き直され，以下の３篇として入手することができる。高橋彦博「協調会コーポラティズムの構造」，矢野
達雄「戦前期争議調停における協調会の役割」，木下順「協調会の労務者講習会――アメリカ合衆国との
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比較」いずれも『大原社会問題研究所雑誌』第458号，1997年１月に収録。さらに2000年代に入ると，高
橋彦博『戦間期日本の社会研究センター――大原社研と協調会』柏書房，2001年，法政大学大原社会問題
研究所編『協調会の研究』柏書房，2004年が出版されている。
（やざわ ひろたけ 日本経済論専攻)
（2007年８月１日受理)
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